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このような状況の下、平成２６年度当初予算は、「震災復興計画」に掲げる再生期の

初年度として、復旧・復興の加速化及び県政の課題解決のための施策を積極的・重点

的に予算化

○

・

○

歳入は、堅調な経済状況を反映し県税収入の増加を見込む一方、臨時財政対策債を

含めた実質的な普通交付税は減少。なお、臨時財政対策債は５９８億円と前年度よ

り減少したものの、依然として高水準の計上額となっており、後年度の財政負担に

懸念

○

○ この結果、平成２６年度一般会計当初予算は１兆４,５８０億円（前年度比▲６３３億円、

▲４.２％）と、当初予算としては平成２４年度及び２５年度に次ぐ過去３番目の規模。

平成２２年度以降の震災対応予算の累計は４兆３,９６３億円（総会計）

○ しかしながら、今もなお多数の方々が応急仮設住宅などでの不自由な生活を余儀なく

されており、また、復旧・復興関連工事の遅れ、被災事業者の販路回復や雇用のミス

マッチなど対処すべき課題が山積

通常分は、予算要求に当たり一般的経費で対前年度比マイナス５％のシーリングを

設定するなど、前年度に引き続き緊縮型を維持した結果、８,１１２億円（一般会

計）を計上し、限られた財源を震災対応分に重点配分

具体的には、

・歳出は、一般会計の投資的経費が公共事業、災害復旧事業ともに大幅に増加し、震

災前に編成した平成２３年度当初予算の５倍を超える過去最高の５,２５３億円を

計上。一方、処理の完了により災害廃棄物処理費は１,５８９億円の大幅減

あわせて、財政の健全性の堅持と迅速かつ創造的な復興に向けた予算の重点的配分を

主眼に、「みやぎ財政運営戦略（平成26年度～平成29年度）」を策定し、歳入歳出両面に

わたる対策を計画的に実施

震災対応分は６,４６９億円（一般会計）を計上し、「震災復興計画」に掲げる再

生期初年度の主要政策の推進に必要な所要額を確保

・財源不足対策としては、財政調整基金繰入金を１００億円計上するとともに、退職

手当債７２億円を活用

平成２６年度当初予算案の概要

Ⅰ　予算編成の基本的考え方

○ 東日本大震災から３年を迎えようとする我が県では、各方面からの多大な支援を得な

がら県民一丸となって復旧・復興に注力しており、産業基盤の復旧、災害廃棄物の処

理など一定の進ちょくが見られるほか、雇用経済情勢は緩やかな回復基調

一般会計規模
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Ⅱ 主な事業 

（単位：千円,［   ］は債務負担行為） 

 

１ 迅速な震災復興（再生期）                              

 

１ 被災者の生活再建と生活環境の確保 

 

（１）被災者の生活環境の確保  

 

・地域支え合い体制づくり支援費（介護基盤緊急整備基金） ２,５２１,４１４ 

 （H25:2,500,000）社会福祉課ほか 

＊＊＊＊＊被災市町仮設住宅入居者サポートセンターの設置・運営への助成等 

 

・みやぎ県外避難者支援費（地域整備推進基金） ３６,５１１ 

（H25:20,000）震災復興推進課 

＊＊＊＊＊県外避難者のニーズ把握調査や復興情報紙の送付など帰郷に向けた支援等 

 

（拡充）・災害公営住宅整備支援費 ３１,５１１,７１７［１７,９６７,０００］ 

（H25:20,472,375）住宅課 

災害公営住宅の整備支援 

 

・県産材利用エコ住宅普及促進費 ３２７,５００ （H25:273,500）林業振興課 

＊＊＊＊＊優良みやぎ材等の県産木材を一定以上使用した新築住宅建築への助成等 

 

・復興活動支援費 ３０３,０００ （H25:210,000）地域復興支援課 

＊＊＊＊＊地域復興支援会議の運営や被災地域における住民主体の復興活動への支援等 

 

（拡充）・みやぎ地域復興支援費（地域整備推進基金） ２５５,０００  

（H25:120,000）地域復興支援課 

＊＊＊＊＊被災者の生活再建をきめ細かく支援するための各種団体向け助成 

 

・被災地域交流拠点施設整備支援費（地域整備推進基金） ４２０,０００  

（H25:315,000）地域復興支援課 

＊＊＊＊＊被災地域の住民交流活動の形成に資する施設整備等への助成 

 

（２）持続可能な社会と環境保全の実現    

 

・省エネルギー・コスト削減実践支援費 １５０,０００ （H25:130,000）環境政策課 

＊＊＊＊＊事業所の省エネルギー設備等導入への助成 

 

・新エネルギー設備導入支援費 １００,０００ （H25:80,000）環境政策課 

＊＊＊＊＊事業所の新エネルギー設備等導入への助成 



 

 

・住宅用太陽光発電普及促進費 ２９６,０００ （H25:310,000）再生可能エネルギー室 

＊＊＊＊＊住宅用太陽光発電システムの設置への助成 

 

・温暖化防止間伐推進費 １３３,０００ （H25:145,694）森林整備課 

＊＊＊＊＊若齢林の間伐への支援等 

 

 

２ 保健・医療・福祉提供体制の回復 

 

（１）安心できる地域医療の確保  

 

・健康支援費（介護基盤緊急整備基金） ４０４,４１４ （H25:496,802）健康推進課ほか 

＊＊＊＊＊仮設住宅入居者の健康調査や健康指導への助成等 

 

・医療施設復興支援費（地域医療再生基金） ７,８３１,８７３ （H25:6,231,534）医療整備課 

＊＊＊＊＊気仙沼・石巻・仙台地域の自治体病院再建への助成等 

 

（新規）・介護人材確保推進費（介護基盤緊急整備基金） １１４,８００ 長寿社会政策課 

＊＊＊＊＊介護人材の確保・定着のための普及啓発、就労環境整備への助成 

 

・地域医療人材確保費（地域医療再生基金） ８３３,８６４ （H25:638,317）医療整備課 

＊＊＊＊＊被災自治体病院の人材確保支援、沿岸部の看護師確保のための修学資金貸付等 

 

（新規）・医学部設置支援費 ３,０００ 医療整備課 

＊＊＊＊＊東北地方の医師不足解消のための医学部設置に向けた関係機関への支援等 

 

（２）未来を担う子どもたちへの支援  

 

・子どもの心のケア推進費 １２６,０００ （H25:143,000）子育て支援課 

＊＊＊＊＊子どもの心のケアチームによる被災児童への相談・援助等 

 

・東日本大震災みやぎこども育英基金事業費 ２４７,０８０ 

 （H25:307,620）子育て支援課、教育庁総務課 

東日本大震災による孤児・遺児への月額金給付及び一時金給付による修学等の支援 

 

（３）だれもが住みよい地域社会の構築  

 

・心のケアセンター運営支援費 ３９４,０００ （H25:394,000）障害福祉課 

＊＊＊＊＊被災者の心の問題への対応拠点となる心のケアセンターの運営への助成 

 

 

 



 

 

・社会福祉施設等復旧支援費 １,７８１,３００ 

（H25:3,435,126）長寿社会政策課、子育て支援課、障害福祉課 

＊＊＊＊＊老人福祉施設、保育施設、障害福祉施設等の復旧への助成 

 

（新規）・地域包括ケアシステム体制推進費 １３６,３４７ 長寿社会政策課ほか 

＊＊＊＊＊地域包括ケアシステムの構築のための普及啓発、アドバイザー派遣、医療機関助成等 

 

 

３ 「富県宮城の実現」に向けた経済基盤の再構築 

 

（１）ものづくり産業の復興  

 

・中小企業等復旧・復興支援費 ２０,４００,０００ 

 （H25:15,000,000）新産業振興課、商工経営支援課 

＊＊＊＊＊中小企業グループ等の復興事業計画に基づく生産施設や商店街施設等の復旧への助成 

 

（新規）・試作開発支援費 １５,２００ 新産業振興課 

＊＊＊＊＊県内立地企業や大手川下企業との取引創出を目指す中小企業者の試作開発への助成 

 

（新規）・地域起業・新事業創出活動拠点推進費 １０,０００ 新産業振興課 

人脈形成・情報交流促進拠点の設置による起業志望者等への事業化支援 

 

（２）商業・観光の再生  

 

・中小企業経営安定資金等貸付金（震災対応分） ７８,８００,０００［３３６,０００］ 

（H25:95,416,000）商工経営支援課 

＊＊＊＊＊被災中小企業の資金需要に対応し、安定的な資金調達を支援 

 

・被災中小企業者対策資金利子補給（震災復興基金） １,４６７,２００［８５７,０００］ 

 （H25:1,878,000）商工経営支援課 

＊＊＊＊＊被災した中小企業者の県制度融資に伴う利子補給 

 

・観光施設再生・立地支援費（震災復興基金） ３５５,０００ （H25:850,000）観光課 

＊＊＊＊＊宿泊事業者、観光集客施設事業者の観光施設の復旧・立地への助成 

 

（新規）・森・里・川・海がつながる宮城の自然再発見費（地域整備推進基金）１０,１９３ 

 自然保護課 

＊＊＊＊＊南三陸金華山国定公園の三陸復興国立公園編入にあわせた長距離自然歩道の活用検討等 

 

 

 

 



 

 

（３）雇用の維持・確保  

 

・緊急雇用創出事業臨時特例基金事業費 ４０,０４９,７４５［１６,１８５,０００］ 

 （H25:38,771,492）雇用対策課ほか 

＊＊＊＊＊被災求職者の一時的雇用や被災地での安定的雇用の創出等 

 

 

４ 農林水産業の早期復興 

 

（１）魅力ある農業・農村の再興    

 

・農地等災害復旧費 ２０,９９６,９３８［１１,６２１,０００］ 

（H25:25,905,509）農村整備課ほか 

農地及び農業用施設の復旧工事等 

 

・農山漁村地域復興基盤総合整備費 ２６,２１３,６３４［１９,２６３,０００］ 

（H25:12,712,029）農村整備課ほか 

＊＊＊＊＊津波被害農地のほ場整備等 

 

（新規）・ＩＴ活用営農指導支援費 ７,０００ 農業振興課 

＊＊＊＊＊生産技術力向上のためのＩＴ技術の導入実証 

 

（新規）・農山漁村絆づくり支援費（震災復興基金） ６,０００ 農村振興課 

＊＊＊＊＊被災地域において農林漁業体験等の機会を提供する団体への助成 

 

（２）活力ある林業の再生  

 

・木質バイオマス活用拠点形成費 ４０,０００ （H25:43,000）林業振興課 

木質バイオマス資源の集荷拠点整備や木質燃料利用施設整備への助成等 

 

・治山施設災害復旧費 １１,６００,０６５［５,６００,０００］ 

 （H25:2,097,530）森林整備課 

治山施設の復旧工事等 

 

（３）新たな水産業の創造    

 

・水産物加工流通施設復旧支援費 ７,６３３,９０５ （H25:5,985,424）水産業振興課 

水産物加工流通共同利用施設等の整備への助成 

 

・漁場生産力回復支援費 １,５３２,８００ （H25:2,100,000）水産業基盤整備課 

漁業者グループが行う堆積物の回収等の取組への支援 

 



 

 

・水産基盤整備災害復旧費 ３６,６０６,３７２［３４,０００,０００］ 

 （H25:29,981,997）水産業基盤整備課 

県営漁港施設の復旧工事等 

 

・水産業共同利用施設復旧支援費 ２,４８８,２７４ （H25:3,191,904）水産業基盤整備課 

養殖施設等の共同利用施設の再開に向けた施設整備等への助成 

 

（拡充）・栽培漁業種苗放流支援費 ２９４,９２４ （H25:124,990）水産業基盤整備課 

＊＊＊＊＊資源維持のためのアワビやヒラメ、サケ等の放流種苗の確保等 

 

・水産試験研究機関復旧整備費 ５,４８５,２６４ （H25:2,706,321）水産業基盤整備課ほか 

＊＊＊＊＊被災した水産技術総合センターの種苗生産施設の移転整備等 

 

・水産都市活力強化対策支援費 ５１,０００ （H25:70,000）水産業振興課 

＊＊＊＊＊水産加工品等の水産物の流通・販売への支援等 

 

（４）一次産業を牽引する食産業の振興    

 

・食品加工原材料調達支援費（震災復興基金） １００,０００ （H25:210,000）食産業振興課 

＊＊＊＊＊水産加工業者等に対する原材料調達コスト等への助成 

 

・県産品風評対策強化費 ５０,０００ （H25:59,000）食産業振興課 

＊＊＊＊＊県産農林水産物の信頼回復と消費拡大のための情報発信 

 

（新規）・食産業「再生期」スタートダッシュプロジェクト推進費（震災復興基金・地域整備推進基金） 

１０５,９１６ 食産業振興課 

＊＊＊＊＊販路開拓に向けた商品開発等への支援 

 

・食の安全確保対策費 ４３０,１３４ （H25:465,857）畜産課ほか 

肉用牛全頭を始め、農林水産物や粗飼料等の放射性物質検査を実施し、食の安全を確保 

 

 

５ 公共土木施設の早期復旧 

 

（１）道路、港湾、空港などの交通基盤の確保・整備促進    

 

・高規格幹線道路整備費 １２,０１７,４３３ （H25:11,030,000）道路課 

三陸縦貫自動車道の整備推進 

 

・みやぎ県北高速幹線道路整備費 ３,９９６,４００［６００,０００］ 

 （H25:1,998,200）道路課 

県北高速幹線道路の整備推進 



 

 

（新規）・仙石線・東北本線接続線整備支援費（地域整備推進基金） ９４,０００ 総合交通対策課 

沿線復興に資する接続線整備への助成 

 

・復興関連道路整備費 ３３,６６２,４９３［１１,６０８,０００］ 

（H25:29,810,100）道路課 

大島架橋及び市街地相互の接続道路の整備推進 

 

（新規）・仙台東部地区道路ネットワーク検討調査費 １８,７００ 道路課 

沿岸部の高規格道路と仙台都心間の円滑なアクセス策の検討 

 

・港湾施設等災害復旧費 １６,４０７,５９６［２８,３６１,０００］ 

（H25:22,609,200）港湾課 

港湾施設の復旧工事等 

 

・仙台空港民営化推進費 １４,３００ （H25:38,300）空港臨空地域課 

＊＊＊＊＊仙台空港の民営化に向けた検討・支援 

 

・仙台空港６００万人・５万トン実現推進費 ３５,０００ （H25:3,500）富県宮城推進室 

＊＊＊＊＊仙台空港及びその周辺地域の活性化の推進 

 

（２）海岸、河川などの県土保全    

 

・海岸保全復興費 ２,５６５,８００ （H25:772,500）河川課 

海岸堤防や津波避難表示板等の整備 

 

・河川等災害復旧費 １２１,５６０,０００［１５５,８４９,０００］ 

（H25:84,042,000）防災砂防課 

公共土木施設の復旧工事等 

 

・砂防事業復興費 ９８８,８００ （H25:1,349,300）防災砂防課 

急傾斜地崩壊対策等 

 

（３）上下水道などのライフラインの整備    

 

・広域水道送水管連絡管整備費（企業会計） ２８５,９９４ （H25:104,431）水道経営管理室 

仙南・仙塩広域水道事業の高区・低区送水管連絡管設置工事のための詳細設計等 

 

（４）沿岸市町をはじめとするまちの再構築    

 

・復興関連街路整備費 ７,０７５,９００ （H25:21,406,900）都市計画課 

＊＊＊＊＊門脇流留線等の市街地相互の接続道路の整備推進 

 



 

 

６ 安心して学べる教育環境の確保 

 

（１）安全・安心な学校教育の確保  

 

・教育施設等災害復旧費 ２,３８６,５３０［４,０９９,０００］ 

 （H25:3,810,556）施設整備課 

気仙沼向洋高校、農業高校の復旧工事等 

 

・被災児童生徒等就学支援費 ５,８８７,６８２ 

（H25:5,889,576）義務教育課、高校教育課ほか 

被災児童生徒や保護者等への支援 

 

・緊急スクールカウンセラー等派遣費 １,１０５,０７９ 

（H25:1,146,984）義務教育課、高校教育課ほか 

公立学校等のスクールカウンセラー派遣や生徒指導支援員の配置等 

 

・防災専門教育推進体制整備費 ５,２００ （H25:1,330）高校教育課 

多賀城高校への防災系学科開設を中心とした防災専門教育推進体制の整備 

 

（２）家庭・地域の教育力の再構築  

 

・学びを通じた被災地の地域コミュニティ再生支援費 ５３８,８１３ 

 （H25:564,548）義務教育課、生涯学習課ほか 

地域連携による放課後及び週末等の学習・活動の支援等 

 

（３）生涯学習・文化・スポーツ活動の充実  

 

・被災博物館等再興費 ４６４,４４７ （H25:380,000）文化財保護課 

＊＊＊＊＊被災した博物館等の収蔵資料の修理・整理等 

 

 

７ 防災機能・治安体制の回復 

 

（１）防災機能の再構築  

 

・防災ヘリコプター防災基地整備費 ２,８０７,１４４ （H25:111,051）消防課 

防災ヘリコプター管理事務所等の再建 

 

・情報伝達システム再構築費 １,３２０,６７１ （H25:1,915,554）危機対策課 

衛星系防災行政無線の再構築 

 

 



 

 

・広域防災拠点整備費 ４００,０００ 都市計画課 

＊＊＊＊＊宮城野原地区における広域防災拠点整備のための調査・設計 

 

（２）大津波等への備え  

 

（新規）・震災復興祈念公園整備費 ２０,２００ 都市計画課 

＊＊＊＊＊石巻市に整備する震災復興祈念公園の基本計画 

 

・大震災検証記録作成・普及啓発費（地域整備推進基金） ３７,７６８  

（H25:9,830）危機対策課ほか 

＊＊＊＊＊東日本大震災発生から１年間の対応や教訓の調査・検証を踏まえた記録集作成等 

 

・３．１１伝承・減災プロジェクト推進費（地域整備推進基金） １５,０００ 

 （H25:15,000）防災砂防課 

＊＊＊＊＊大津波体験を後世に伝承するための津波浸水表示板の設置等 

 

（３）自助・共助による市民レベルの防災体制の強化    

 

・防災指導員養成費 １９,００９ （H25:13,806）危機対策課 

地域住民や企業を対象にした防災指導員養成講習等 

 

（４）安全・安心な地域社会の構築    

 

・警察施設機能強化費 ２２９,５５６［２,５２７,０００］ （H25:592,756）警察本部 

気仙沼警察署、被災駐在所等警察施設の復旧等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 産業経済の安定的な成長                                

 

・企業立地促進奨励金 ２,６１０,０００ （H25:3,410,000）産業立地推進課ほか 

＊＊＊＊＊県内に工場等を新設または増設した企業への奨励金等 

 

（新規）・観光集客施設無線ＬＡＮ設置支援費 １１,２５０ 観光課 

＊＊＊＊＊外国人観光客誘客のための情報通信環境整備を行う宿泊・観光集客施設等への助成 

 

（新規）・インセンティブツアー誘致促進費 ５,０００ 観光課 

＊＊＊＊＊海外企業の報奨・研修旅行の誘致に向けた現地誘客活動等 

 

（新規）・飼料用米生産拡大推進費 ４,２００ 農産園芸環境課 

＊＊＊＊＊専用品種栽培拡大に向けた種子確保や生産技術の確立 

 

＊＊＊＊・新世代アグリビジネス総合推進費 １４１,７７３ （H25:132,083）農産園芸環境課 

＊＊＊＊＊本県農業振興の牽引役となるアグリビジネス経営体の育成や農産物直売所の販売支援等 

 

（拡充）・森林整備加速化・林業再生費 ２,４９１,０２０ （H25:1,083,663）林業振興課 

＊＊＊＊＊森林整備や林業・木材産業の再生に向けた取組への助成 

 

（新規）・農地中間管理事業費 ２７３,９７６ 農業振興課 

＊＊＊＊＊農地中間管理機構を活用した担い手への農地利用の集積等 

 

（新規）・農業農村多面的機能維持向上費 ６１７,７４６ 農村振興課 

＊＊＊＊＊農地の維持及び地域資源の向上のための活動への助成 

 

・中小企業経営安定資金等貸付金 ６６,３００,０００［３１３,０００］ 

 （H25:61,778,000）商工経営支援課 

＊＊＊＊＊中小企業等の安定的な資金調達を支援 

 

・仙台国際貿易港振興対策費 １２,０００ （H25:12,000）港湾課 

＊＊＊＊＊４５フィートコンテナ輸送車両購入への助成 

 

・仙台空港周辺環境整備費 ３８,７５０ （H25:6,350）空港臨空地域課 

＊＊＊＊＊中坪・荷揚場地区における工業用地整備 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

３ 安心して暮らせる宮城                                 

 

（拡充）・待機児童解消推進費（安心こども基金ほか） ３,６４９,８３３  

（H25:1,585,550）子育て支援課 

＊＊＊＊＊待機児童解消のための保育所整備、認可外保育施設への運営費負担等 

 

（新規）・保育士・保育所支援センター設置費 ８,３２４ 子育て支援課 

＊＊＊＊＊離職中の保育士資格取得者への再就職支援と市町村の保育コンシェルジュへの助言等 

 

（新規）・宮城県学力・学習状況調査費  ２４,０００ 義務教育課 

指導改善や家庭学習充実に向けた本県独自の学習定着状況・学習意識等の調査 

 

（新規）・みやぎフューチャースクール事業費  ６,２９８ 高校教育課 

モデル校（松島高校観光科）におけるＩＣＴ学習環境の整備 

 

・県立学校施設整備費 ８,６９５,５５５［４,２２３,０００］ 

（H25:7,051,680）施設整備課ほか 

校舎建設（登米総合産業高校、山元支援学校、東部地区支援高等学園ほか）等 

 

・私立学校助成費 １１,８２３,７７６ （H25:11,524,973）私学文書課 

私立学校に対する運営費助成や保護者の負担軽減を図る授業料軽減補助等の実施 

 

（新規）・高等学校等修学支援費 １５９,０００ 高校教育課 

国公私立の高等学校等における低所得世帯に対する奨学のための給付金の助成 

 

（新規）・公立高等学校就学支援費 １,３８２,１１７ 高校教育課 

授業料負担軽減のための就学支援金の助成 

 

（新規）・生活困窮者自立促進支援費（緊急雇用基金） １２７,０００ 社会福祉課 

＊＊＊＊＊生活困窮者の自立に向けた相談・就労支援モデルの構築等 

 

・地域医療再生臨時特例基金事業費 ４,４６６,３４５ （H25:9,022,991）医療整備課ほか 

＊＊＊＊＊地域医療再生計画の推進 

 

（拡充）・拓桃医療療育センター・拓桃支援学校整備費 ７,２８４,７３４ 

 （H25:948,774）障害福祉課、施設整備課 

＊＊＊＊＊平成２７年度中の供用開始に向けた移転整備 

 

・安全・安心まちづくり推進費 １２,４９３ （H25:6,990）共同参画社会推進課 

＊＊＊＊＊性犯罪被害者支援センターの設置・運営等 

 

 



 

 

４ 美しく安全な県土の形成                                

 

（新規）・既存住宅省エネルギー改修促進費 ４０,０００ 環境政策課 

＊＊＊＊＊既存住宅の断熱化改修への助成 

 

（新規）・低炭素型水ライフスタイル導入支援費 ３６,０００ 循環型社会推進課 

＊＊＊＊＊住宅の節湯・節水機器と低炭素型浄化槽設置への助成 

 

（拡充）・サンクチュアリセンター機能充実費 ９３,９３０ （H25:7,056）自然保護課 

＊＊＊＊＊伊豆沼・内沼サンクチュアリセンター展示内容の全面改装 

 

（新規）・特定建築物等震災対策費 ２９,１８３ 建築宅地課 

＊＊＊＊＊大規模特定建築物の耐震診断への助成等 

 

 

５ その他                                    

 

・市町村振興総合支援費 ６８１,８００ （H25:681,800）地域復興支援課 

選択裁量型の市町村振興総合補助金による個性的で独自性のあるまちづくり支援 

 

（新規）・社会保障・税番号制度対応システム推進費 １３３,６６３ 税務課、情報政策課 

制度導入に伴うシステム影響度の調査等 

 

・公立大学法人宮城大学運営費交付金 ２,００４,５４１ （H25:2,382,794）私学文書課 

宮城大学に人件費や運営経費等、業務運営に必要な経費を助成 

 



【一般会計】

【特別会計】

【準公営企業会計】

【企業会計】

1,090,121 1,189,556 99,436

27,814

うち 震災対応分 743,526 650,025 ▲ 93,501

109.1
※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

うち 通　常　分

計 （ 総 会 計 ） 1,833,647 1,839,582 5,935

427

うち 通　常　分 20,877 20,858 ▲ 19
公 営 企 業 会 計 27,735 ▲ 79

1,608

1,509 1,082

うち 通　常　分 27,362 27,308 ▲ 54

うち 震災対応分

うち 震災対応分 741,509 646,853 ▲ 94,656 87.2

一 般 会 計 1,521,306 1,458,042 ▲ 63,264

98.0

うち 震災対応分 56 1,664

262,085

94.5

99.9

99.7

▲ 25452

うち 通　常　分

2,991.7

総会計では １兆８,３９６億円（対前年度比　＋０.３％）

震災対応分　 ６,５００億円（対前年度比　▲１２.６％）

Ⅲ　平成２６年度当初予算案の規模

一般会計の規模は １兆４,５８０億円（対前年度比　▲４.２％）

震災対応分　 ６,４６９億円（対前年度比　▲１２.８％）

通常分　　　 ８,１１２億円（対前年度比　＋　４.０％）

779,797 811,189

（単位：百万円，％）

通常分　 １兆１,８９６億円（対前年度比　＋　９.１％）

対前年度比較
(B/A)×100

95.8

区　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B

　震災対応分は対前年度比で９４７億円の減。投資的経費が、港湾建設復興費、災害公営住宅整備
支援費等の復興関連事業費や災害復旧費の増などに伴い、前年度より９５９億円増加した一方、処
理の完了により災害等廃棄物処理費が１,５８９億円の大幅減となったことなどによる。
　通常分は、予算要求に当たり経常的行政経費等及び公共事業でキャップ・シーリングを設定する
など前年度に引き続いて緊縮型としたが、県税の収入増に伴い県税交付金等が増加したほか、公債
費が増加。また、拓桃医療療育センター整備費や高等学校建設費を増額計上するなどした結果、対
前年度比で３１４億円増加。

　震災対応分は１６億円増。小規模企業者等設備導入資金特別会計において中小企業高度化資金貸
付金が増加したことなどによる。通常分は６８１億円増。公債費特別会計において臨時財政対策債
等の借換が増加したことなどによる。

　震災対応分は港湾整備事業会計の災害復旧費の減などにより４億円減。通常分は港湾整備事業会
計で元利償還金が減となった一方、流域下水道事業会計の建設費及び管理費が増加したことによ
り、微減。

特 別 会 計 262,141 331,865

うち 震災対応分

69,724

68,116

▲ 428

330,201
準 公営企業 会計 22,386

増減額
B-A

104.0

126.6

126.0

71.7

31,392

21,940 ▲ 446

　震災対応分は地域整備事業会計における災害復旧工事費が減。通常分は水道用水供給事業会計に
おける建設改良費が減。

うち 通　常　分

99.8

100.3

87.4



※Ｈ２２年度からＨ２４年度は最終現計予算額、Ｈ２５年度は２月補正（第４号）後現計予算額

※震災分を除く通常分

増減率

・

・

・

・

・

地方消費税は、税率の引上げ（引上げ分の税収は全て社会保障施策に要する経費に充当）などによ
り、対前年度比１６.０％の増

4,396,253

一般会計

●震災対応予算の編成状況（一般会計及び総会計）

増減率

規模

区分

（単位：百万円）

●一般会計当初予算規模の推移
（単位：億円，％）

4,235,385

総会計 30,060 1,611,362 1,138,687 966,119

940,053 646,853

＜参考＞ 

区分 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度

Ｈ１６

8,257

0.5

7,774 7,798 8,112

103.0 震災による非課税措置の終
了に伴う自動車税の増収等

108.4

30,061 1,867
その他の税 48,964 50,436 1,472

116.0 消費税率引上げ

計 238,000 257,900 19,900

106.6 復興需要軽油引取税 28,194

地方消費税 33,049 38,348 5,299

110.8 企業収益増法 人 二 税 60,122 66,587 6,465

個人県民税 67,671 72,468 4,797 107.1 個人所得増

軽油引取税は、復興事業等により軽油の需要が堅調に推移すると見込み、対前年度比６.６％の増

（単位：百万円，％）

区　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

主な増減理由

個人県民税は、個人事業所得や給与所得の伸びが見込まれることなどから、対前年度比７.１％の増

法人県民税・法人事業税の法人二税は、全国的な景気の回復基調や、復興需要等により堅調な企業業
績が見込まれることなどから、対前年度比１０.８％の増

みやぎ発展税（法人事業税の超過課税）は３９億３千万円で対前年度比１３.２％の増、みやぎ環境税
（個人県民税及び法人県民税の超過課税）は１６億３千万円で対前年度比３.０％の増

１　県税

県税収入は ２，５７９億円（対前年度比　＋８.４％）

▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 2.0 0.4

▲7.5

Ｈ２５ Ｈ２６

▲ 1.8 6.7 100.3 ▲ 9.6 ▲ 4.2

Ｈ２２ Ｈ２３

16,823

0.0

Ｈ２４

650,025

Ⅳ　歳入の状況（一般会計）

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

8,186 8,149 7,985

Ｈ２１

25,583 1,543,202 1,079,694

Ｈ２６年度 合計

8,396 15,213 14,5807,841 8,363 8,400

0.3 4.0



・

・

・

・

92.7

臨 時 財 政 対 策 債 68,000 59,800 ▲ 8,200 87.9

対前年度比較
(B/A)×100

普 通 交 付 税 155,000 147,000 ▲ 8,000 94.8

実質的な普通交付税
（普通交付税＋臨財債） 223,000 206,800 ▲ 16,200

区　　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

119,800 26,900

うち 震災対応分 91,000 117,900 26,900

266,800 18,900

100.0

うち 通　常　分 156,900 148,900 ▲ 8,000 94.9

地 方 交 付 税 計 247,900 107.6

129.6

129.0

うち 震災対応分 91,000 117,900 26,900 129.6

特 別 交 付 税 92,900

▲ 8,000

平成２６年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

うち 通　常　分 1,900 1,900 0

94.8

普通交付税の振り替わりである臨時財政対策債を合算した実質的な普通交付税の額は、対前年度比
７.３％の減

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２５年度

A

普通交付税は、県税収入の増加などの影響により、対前年度比５.２％の減

特別交付税のうち震災対応分は、港湾建設復興費や河川等災害復旧費など復旧・復興関連事業費の増
加に伴い、対前年度比２９.６％の増

普 通 交 付 税 155,000 147,000

計 32,272

３　地方交付税

地方交付税は ２，６６８億円（対前年度比　＋７.６％）

126.0

92.3

38,199 8,586 129.0

40,654 8,382

地方法人特別譲与税は、景気の回復及び企業収益の増加などにより対前年度比２９.０％の増

（単位：百万円，％）

区　　　分
平成２５年度

A

そ の 他 の 譲 与 税 2,659 2,455 ▲ 204

地方法人特別譲与税 29,613

平成２６年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

２　地方譲与税

地方譲与税は４０７億円（対前年度比　＋２６.０％）



・

・

・

・

・

・

・

・

167.4

55.6

94.8

うち 財源対策分 18,000 10,000 ▲ 8,000

90.7
うち 通　常　分 17,409 29,136 11,727

40.0

うち 震災対応分 136,955 124,265 ▲ 12,690

104.7
繰 入 金 172,365 163,402 ▲ 8,963

103.4

うち 通　常　分 78,505 82,166 3,661

54.1
うち 震災対応分 281,973 112,832 ▲ 169,141

うち 通　常　分 70,358 72,755 2,397
諸 収 入 360,478 194,998 ▲ 165,480

財源不足を補うための財源対策分の繰入金は、財政調整基金から１００億円。これにより平成２６年
度末の財政調整関係基金残高は、財政調整基金２４５億円、県債管理基金（一般分）１９７億円の計
４４２億円となり、平成２４年度末残高から７０億円減少（※平成２５年度２月補正予算見込額反映後）

国 庫 支 出 金 294,735 357,224 62,488 121.2

対前年度比較
(B/A)×100

うち 震災対応分 224,378 284,469 60,092 126.8

区　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

災 害 復 旧 債 1,265 1,120 ▲ 145

繰入金は、東日本大震災復興交付金基金からの繰入が減となったことなどにより、対前年度比５.２％
の減。基金別の主な繰入額は、東日本大震災復興交付金基金４４６億円、緊急雇用基金４１８億円、
地域医療再生基金１４７億円、地域整備推進基金１４５億円等

５　その他の歳入

諸収入は、前年度に１,５８９億円計上していた災害等廃棄物処理事業の受託収入がほぼ全額減少した
ことなどにより、対前年度比４５.９％の減

計 113,094 96,372 ▲ 16,722

77.7

85.2

※四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

国庫支出金は、復旧・復興関連の投資的経費の増に伴い、災害復旧費国庫負担金や社会資本整備総合
交付金が増加したことなどにより、対前年度比２１.２％の増

88.5
行政改革推進債等 2,885 2,693 ▲ 192 93.3

▲ 8,200

98.6
建 設 地 方 債 等 37,794 29,372 ▲ 8,422

退 職 手 当 債 7,300 7,200 ▲ 100

対前年度比較
(B/A)×100

通 常 債 33,644 25,559 ▲ 8,085 76.0

87.9臨 時 財 政 対 策 債 68,000 59,800

区　　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

主に投資的経費に充当する建設地方債等のうち、通常債は、「地域の元気臨時交付金」(約８０億円)
の活用や災害援護資金貸付の減などの要因により、対前年度比２４.０％の減

建設地方債のうち、通常の充当率を上回る部分などに充当する行政改革推進債等は、充当対象事業の
減により、対前年度比６.７％の減

（単位：百万円，％）

臨時財政対策債は、対前年度比１２.１％減の５９８億円

４　県債

県債は ９６４億円（対前年度比　▲１４.８％）

退職手当債は引き続き計上せざるを得ない状況であり、計上額は対前年度比１.４％減の７２億円

（単位：百万円，％）
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投資的経費は ５，２５３億円（対前年度比　＋２２.３％）

対前年度比で９５９億円増加し、震災前に編成した平成２３年度当初予算（１,００１億円）との比較
では５.３倍となる過去最高額。災害に強い県土づくりに向けた復旧・復興関連事業の早期かつ着実な
実施のための所要額を計上。

補助事業は、対前年度比２５.７％の増。災害復旧費が河川等災害復旧費の増などにより対前年度比
４３２億円増の２,２９７億円となり、公共事業は土地改良や港湾建設などの事業費の増加により、
３６９億円増の１,４８１億円。公共事業及び災害復旧事業以外のその他分は、拓桃医療療育センター
整備費や県立学校整備費を増額計上したことにより、前年度比７３億円増の４９７億円

単独事業は、対前年度比１９.２％増。通常分の公共事業についてマイナス５％のシーリングを設定し
抑制を図るなどしたが、公共事業及び災害復旧事業以外のその他分で、災害公営住宅整備支援事業
（受託）が増加

国直轄事業は、事業量の減や国の手厚い財政支援措置による地方負担の軽減等を見込み、全体では対
前年度比８.２％の減

１　義務的経費

義務的経費は ４，０９０億円（対前年度比　＋２.２％）

歳出全体に占める構成比は２８.１％

扶助費は、障害福祉サービスに係る介護給付及び訓練給付の自然増などにより、対前年度比３.４％の
増

公債費は、県債元金償還金の増により、対前年度比１０.３％の増

２　投資的経費

人件費は、退職手当算定に係る調整率の引下げや給与構造改革に伴う経過措置額の減額などにより、
対前年度比１.０％の減

95.8

※補助事業及び単独事業には受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

▲ 63,264

70,061 84,049 13,988

合　　計 1,521,306 1,458,042

県 税 交 付 金 等 120.0

70.7

▲ 2,580

一 般 行 政 経 費 621,679 439,672 ▲ 182,007

68,775 11,071 119.2

29,038 91.8

単 独 事 業 57,704

国 直 轄 事 業 31,618

補 助 事 業 340,109

122.3

125.7

投 資 的 経 費 429,431 525,332 95,901

427,519 87,410

公 債 費 101,804 110.3

103.4扶 助 費 32,981 34,089 1,108

112,315 10,511

平成２５年度
A

平成２６年度
B

増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

人 件 費 265,349 262,585 ▲ 2,764 99.0

義 務 的 経 費 400,135 408,989 8,854 102.2

Ⅴ　歳出の状況（一般会計）

区　　分

（単位：百万円，％）



・

・

※災害復旧事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

３　一般行政経費

一般行政経費は ４，３９７億円（対前年度比 ▲２９.３％）

通常分は、震災対応分への財源シフトを図るため経常経費等にマイナス５％のシーリングを設定し抑
制に努めたが、子ども･子育て支援施策の充実や国民健康保険財政健全化対策費など社会保障関係経費
の増等により、対前年比２.３％増の２,４３６億円

震災対応分は、災害等廃棄物処理費が１,５８９億円の大幅減となったほか、中小企業経営安定資金貸
付金、災害援護費や応急救助費が減少したことなどにより、対前年度比４８.９％減の１,９６１億円

土地改良償還負担金除きの実質 27,106 25,065 ▲ 2,041 92.5

合　　　　　計 31,618 29,038 ▲ 2,580 91.8

88.1うち土地改良償還負担金 4,512 3,973 ▲ 539

農 林 水 産 省 所 管 分 5,866 5,568 ▲ 298 94.9

91.1国 土 交 通 省 所 管 分 25,752 23,471 ▲ 2,281

区　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

※受託事業を含む。また、四捨五入のため積み上げと計の一致しない箇所がある

【国直轄事業の内訳】 （単位：百万円，％）

118.3そ の 他 84,689 100,216 15,527

災 害 復 旧 事 業 192,698 238,474 45,776 123.8

130.9公 共 事 業 120,426 157,603 37,177

合　　　　　計 397,813 496,293 98,480 124.8

119.3そ の 他 42,308 50,474 8,166

災 害 復 旧 事 業 6,226 8,808 2,582 141.5

103.5公 共 事 業 9,170 9,493 323

単 独 事 業 57,704 68,775 11,071 119.2

117.4その他（国基金事業を含む） 42,381 49,742 7,361

災 害 復 旧 事 業 186,472 229,666 43,194 123.2

133.1公 共 事 業 111,256 148,111 36,855

補 助 事 業 340,109

区　　分
平成２５年度

A
平成２６年度

B
増減額
B-A

対前年度比較
(B/A)×100

427,519

【補助事業・単独事業の内訳】 （単位：百万円，％）

87,410 125.7



・

・

（単位：億円）

・

計 168

　上記の対策を講じてもなお生じる財源不足１００億円については、財政調整関係基金の取崩しで対応

事務・事業の無駄の排除と徹底し
た効率化 59 復興のための人的資源の確保と人件費総額の抑制４０億円

予算削減率設定等の継続１９億円

県有資産の活用 5 未利用地等の売却・貸付け３億円
特別会計等の資金活用２億円

特例的な県債の活用 99 退職手当債の活用７２億円
行政改革推進債の活用２７億円

取　　組
平成２６年度
財源確保策

主　　な　　内　　容

安定した歳入基盤の確立 5 県税収入等の未収金の縮減４億円
広告掲載収入とネーミングライツ売却収入の一層の充実１億円

Ⅵ　財源確保対策

財源不足を解消するため、みやぎ財政運営戦略に基づき、歳入面の取組、歳出面の取組を着実に実施

平成２６年度は、限られた財源を可能な限り震災対応に優先的に配分するため、通常の事務事業の徹底
的な見直しを継続するなど、更なる財源確保対策を実施したが、極力発行しないことが望ましい退職手
当債７２億円の活用が必要

【効果額】




